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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第18期

中間連結会計期間
第19期

中間連結会計期間
第18期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上収益 (百万円) 107,549 114,057 232,730

税引前中間利益又は
税引前利益(△は損失)

(百万円) 130 7,215 △19,354

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益(△は損失)

(百万円) 201 4,720 △21,656

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 6,339 3,030 △12,894

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 74,750 58,055 55,181

資産合計 (百万円) 198,061 179,907 181,597

基本的１株当たり
中間(当期)利益(△は損失)

(円) 7.20 168.63 △774.64

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益(△は損失)

(円) 7.09 166.28 △774.64

親会社の所有者に帰属する
持分比率

(％) 37.7 32.3 30.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,497 14,959 19,494

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,155 △7,593 △13,258

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,689 △4,045 1,279

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 10,898 21,829 18,892
 

 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社の連結財務諸表は、国際財務報告基準(以下、「IFRS」)に基づいて作成しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

① 事業全体の状況

当中間連結会計期間における自動車業界は、欧米を中心にEV車の足元需要に一服感がでているものの、HEV・

PHEV車の底堅い需要回復の恩恵を受け、主に日系OEMの好調な販売実績につながりました。他方、クルマの電動

化の勢いは衰えておらず、特に中国EV専業メーカーの躍進は自国市場に留まらず、主として東南アジアでその

存在感を一層増しており、日系OEMが販売苦戦を強いられる状況が続きました。

そのような中での当中間連結会計期間の経営成績は、主力得意先向けの自動車フレームの生産台数が前年同

期比およそ11％減少しましたが、販売価格の適正化、そして為替相場も円安水準にあったことなどにより売上

収益は1,140億57百万円(前年同期比6.1％増)となりました。利益面では増収効果、前期における有形固定資産

の減損処理に伴う償却負担の減少などにより売上総利益は157億89百万円(同94.3％増)、営業利益は74億92百万

円(前年同期は営業利益５億63百万円)、税引前中間利益は72億15百万円(前年同期は税引前中間利益１億30百万

円)、親会社の所有者に帰属する中間利益は47億20百万円(前年同期は親会社の所有者に帰属する中間利益２億

１百万円)となりました。

　

② セグメント情報に記載された区分ごとの状況

2024年４月に組織体系の見直しを行い、第１四半期連結会計期間から従来の報告セグメント名「アジア・大

洋州」を「アジア」に変更しております。この変更に伴う損益に与える影響はありません。

(日本)

主力得意先向けの自動車フレームの生産量が前年同期に比べて増加したことから売上収益が260億40百万円

(前年同期比5.1％増)となりました。利益面では、増収に加え製造コストの圧縮に努めたことにより税引前中間

利益17億78百万円(同60.2％増)となりました。

(北米)

主力得意先向けの自動車フレームの生産量及び設備売上が前年同期に比べて増加したことや、販売価格の適

正化、そして為替相場が円安で推移したことから売上収益は601億１百万円(前年同期比28.8％増)となりまし

た。利益面では、人件費高騰などに伴う製造コストの増加がありましたが、増収効果により税引前中間利益55

億６百万円(前年同期は税引前中間利益79百万円)となりました。

(中国)

為替相場が円安で推移しましたが、主力得意先向けの自動車フレームの生産量が前年同期に比べて減少し、

売上収益は173億18百万円(前年同期比28.0％減)となりました。利益面では、減収影響を製造コストの圧縮、前

期における有形固定資産の減損処理に伴う償却負担の減少、販売費及び一般管理費の圧縮などで補い税引前中

間利益３億53百万円(前年同期は税引前中間損失11億66百万円)となりました。

(アジア)

為替相場が円安で推移しましたが、主力得意先向けの自動車フレームの生産量が前年同期に比べて減少した

ことにより売上収益は127億97百万円(前年同期比20.1％減)となりました。利益面では、製造コストの圧縮に努

めたものの税引前中間損失は２億15百万円(前年同期は税引前中間利益４億61百万円)となりました。

 
(2) 財政状態の状況

当中間連結会計期間末における連結財政状態は、資産合計が1,799億７百万円(前連結会計年度末比16億90百万

円減)となりました。これは現金及び現金同等物などが増加した一方で、営業債権及びその他の債権、その他の金

融資産などが減少したことによるものであります。

負債合計は、1,196億58百万円(同63億83百万円減)となりました。これは主に営業債務、借入金などが減少した
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ことによるものであります。

資本合計は、602億49百万円(同46億93百万円増)となりました。これは主に利益剰余金の増加によるものであり

ます。親会社の所有者に帰属する持分比率は32.3％(同1.9ポイントのプラス)となりました。

 
(3) キャッシュ・フローの状況　

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、218億29百万円(前連結会計年度末比29億36百万円増)と

なりました。当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは税引前中間利益72億15百万円をベースに、棚卸資産の増加７億66百万

円、営業債務の減少９億67百万円、利息の支払額８億37百万円、法人所得税の支払額10億58百万円などがあった

一方、減価償却費及び償却費51億83百万円、営業債権及びその他の債権の減少24億22百万円などがありました。

これらの結果、当中間連結会計期間は149億59百万円の収入となり、前年同期に比べ収入が74億62百万円増加しま

した。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得による支出77億44百万円などがありました。これら

の結果、当中間連結会計期間は75億93百万円の支出となり、前年同期に比べ支出が14億37百万円増加しました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入れによる収入78億55百万円があった一方、短期借入金の減少24

億93百万円、長期借入金の返済による支出87億74百万円などがありました。これらの結果、当中間連結会計期間

は40億45百万円の支出となり、前年同期に比べ支出が23億55百万円増加しました。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定　

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の優先的に対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 
(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は７億80百万円であります。

なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(7) 生産、受注及び販売実績

当中間連結会計期間において、中国の生産、受注及び販売実績が著しく変動しております。その内容などにつ

いては「(1) 経営成績の状況」をご覧ください。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 63,000,000

計 63,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,392,830 28,392,830
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数は100株であり
ます。

計 28,392,830 28,392,830 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年９月30日 ― 28,392,830 ― 4,366 ― 13,363
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(5) 【大株主の状況】

  (2024年９月30日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１ 6,055 21.33

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11-３ 2,790 9.83

エイチワン従業員持株会 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目11－５ 1,116 3.93

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲ
ＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ
 (常任代理人　インタラクティ
ブ・ブローカーズ証券株式会社)

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫＥＲＳ　Ｌ
ＬＣ
 (常任代理人　インタラクティブ・ブローカー
ズ証券株式会社)

923 3.25

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４－１ 780 2.75

ＪＦＥ商事株式会社 東京都千代田区大手町１丁目９－５ 727 2.56

宮　本　陶　子 埼玉県川越市 726 2.56

株式会社日本カストディ銀行
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 688 2.42

中　條　祐　子 東京都新宿区 485 1.71

平　田　宇　理 東京都足立区 479 1.69

計 ― 14,771 52.03
 

 

(注) １．持株比率は自己株式数(1,828株)を控除して計算しております。

    ２．当社は株式給付信託(BBT)制度を導入しておりますが、上記自己株式数には、株式給付信託(BBT)制度に関す

る株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式336千株は含めておりません。

３．2024年６月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書(変更報告書)において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2024年６月

14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末における実

質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　 　 　なお、当該報告書の内容は以下のとおりであります。

 

氏名又は名称 住所 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する所
有株式数の割合(％)

三井住友トラスト・アセッ
トマネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 867 3.06

日興アセットマネジメント
株式会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 348 1.23
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   (2024年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

 普通株式
1,800 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,371,300 283,713 ―

単元未満株式 普通株式 19,730 ― ―

発行済株式総数 28,392,830 ― ―

総株主の議決権 ― 283,713 ―
 

 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれております。

２.「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託

Ｅ口)が所有する当社株式336,600株(議決権3,366個)が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  (2024年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社エイチワン
埼玉県さいたま市大宮区
桜木町一丁目11番地５

1,800 ― 1,800 0.01

計 ― 1,800 ― 1,800 0.01
 

 

(注) 株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式336,600株は、上記

自己株式に含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準(以下、「IAS」という。)第34号「期中

財務報告」に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  18,892 21,829

営業債権及びその他の債権 9 39,027 35,815

棚卸資産  27,600 27,478

その他の金融資産 9 1,543 1,699

その他の流動資産  2,803 2,738

流動資産合計  89,867 89,561

    

非流動資産    

有形固定資産  67,628 67,878

無形資産  631 598

持分法で会計処理されている投資  8,644 8,399

退職給付に係る資産  4,248 4,607

その他の金融資産 9 9,185 7,564

繰延税金資産  669 721

その他の非流動資産  722 575

非流動資産合計  91,729 90,345

資産合計  181,597 179,907
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債及び資本    

流動負債    
営業債務 9 26,721 25,051

借入金 9 44,100 40,736

未払法人所得税等  1,141 575

その他の金融負債 9 5,221 4,742

その他の流動負債  10,855 12,128

流動負債合計  88,041 83,234

    

非流動負債    

借入金 9 27,674 25,673

退職給付に係る負債  4,347 4,134

その他の金融負債 9 695 736

繰延税金負債  3,879 3,339

その他の非流動負債  1,402 2,539

非流動負債合計  38,000 36,423

負債合計  126,041 119,658

    

資本    

資本金  4,366 4,366

資本剰余金  12,907 12,914

利益剰余金 7 17,700 22,197

自己株式  △298 △238

その他の資本の構成要素  20,505 18,815

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 55,181 58,055

非支配持分  373 2,193

資本合計  55,555 60,249

負債及び資本合計  181,597 179,907
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(2) 【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

売上収益 6 107,549 114,057

売上原価  △99,422 △98,267

売上総利益  8,126 15,789

    

販売費及び一般管理費  △8,025 △8,412

その他の収益  584 371

その他の費用  △121 △256

営業利益  563 7,492

    

金融収益  293 302

金融費用  △750 △1,059

持分法による投資利益  23 480

税引前中間利益  130 7,215

法人所得税費用  △37 △805

中間利益  92 6,409

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  201 4,720

非支配持分  △108 1,688

中間利益  92 6,409

    

１株当たり中間利益 8   

基本的１株当たり中間利益(円)  7.20 168.63

希薄化後１株当たり中間利益(円)  7.09 166.28
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(3) 【要約中間連結包括利益計算書】

 

(単位：百万円)

　 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

中間利益  92 6,409

    

その他の包括利益    

純損益に振替えられることのない項目    

確定給付制度の再測定  97 671

資本性金融商品の公正価値測定  1,474 △1,097

項目合計  1,571 △425

純損益にその後に振替えられる可能性の
ある項目

   

在外営業活動体の換算差額  3,927 △698

持分法によるその他の包括利益  791 △432

項目合計  4,719 △1,131

税引後その他の包括利益  6,290 △1,556

中間包括利益合計  6,382 4,852

    

中間包括利益合計額の帰属    

親会社の所有者  6,339 3,030

非支配持分  43 1,821

中間包括利益合計  6,382 4,852
 

EDINET提出書類

株式会社エイチワン(E02222)

半期報告書

12/26



(4) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日 至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

確定給付制
度の再測定

資本性金融
商品の公正
価値測定

在外営業活
動体の換算

差額
合計

期首残高  4,366 12,911 39,888 △327 803 952 9,987 11,743

中間利益  ― ― 201 ― ― ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― 178 1,474 4,485 6,138

中間包括利益合計  ― ― 201 ― 178 1,474 4,485 6,138

配当金 7 ― ― △195 ― ― ― ― ―

自己株式の取得  ― ― ― △0 ― ― ― ―

自己株式の処分  ― ― ― 28 ― ― ― ―

その他の非支配持分の増減  ― △4 ― ― ― ― ― ―

所有者との取引額合計  ― △4 △195 28 ― ― ― ―

中間期末残高  4,366 12,907 39,893 △298 982 2,426 14,473 17,881
 

 
 

     

 注記
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

非支配
持分

資本
合計

期首残高  68,582 336 68,919

中間利益  201 △108 92

その他の包括利益  6,138 152 6,290

中間包括利益合計  6,339 43 6,382

配当金 7 △195 △2 △197

自己株式の取得  △0 ― △0

自己株式の処分  28 ― 28

その他の非支配持分の増減  △4 △77 △81

所有者との取引額合計  △171 △80 △251

中間期末残高  74,750 300 75,050
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当中間連結会計期間(自　2024年４月１日 至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

      その他の資本の構成要素

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

確定給付制
度の再測定

資本性金融
商品の公正
価値測定

在外営業活
動体の換算

差額
合計

期首残高  4,366 12,907 17,700 △298 2,464 3,055 14,985 20,505

中間利益  ― ― 4,720 ― ― ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― 205 △1,097 △798 △1,689

中間包括利益合計  ― ― 4,720 ― 205 △1,097 △798 △1,689

配当金 7 ― ― △223 ― ― ― ― ―

自己株式の取得  ― ― ― △0 ― ― ― ―

自己株式の処分  ― 7 ― 60 ― ― ― ―

所有者との取引額合計  ― 7 △223 60 ― ― ― ―

中間期末残高  4,366 12,914 22,197 △238 2,670 1,958 14,186 18,815
 

 
 

     

 注記
親会社の所有
者に帰属する
持分合計

非支配
持分

資本
合計

期首残高  55,181 373 55,555

中間利益  4,720 1,688 6,409

その他の包括利益  △1,689 133 △1,556

中間包括利益合計  3,030 1,821 4,852

配当金 7 △223 △2 △226

自己株式の取得  △0 ― △0

自己株式の処分  67 ― 67

所有者との取引額合計  △156 △2 △159

中間期末残高  58,055 2,193 60,249
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(5) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  130 7,215

減価償却費及び償却費  8,473 5,183

金融収益  △173 △302

金融費用  750 883

持分法による投資損益(△は益)  △23 △480

有形固定資産売却損益(△は益)  △345 △66

有形固定資産廃棄損  6 7

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加)  5,148 2,422

棚卸資産の増減(△は増加)  △4,611 △766

営業債務の増減(△は減少)  △2,379 △967

退職給付に係る負債の増減(△は減少)  △2 △230

その他  786 3,351

小計  7,757 16,250

利息の受取額  90 140

配当金の受取額  395 465

利息の支払額  △742 △837

法人所得税の支払額  △4 △1,058

営業活動によるキャッシュ・フロー  7,497 14,959

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △672 ―

定期預金の払戻による収入  840 ―

有形固定資産の取得による支出  △7,133 △7,744

有形固定資産の売却による収入  793 28

無形資産の取得による支出  △31 △9

その他の金融資産の取得による支出  △38 △73

その他  86 205

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,155 △7,593

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額(△は減少)  △4,419 △2,493

長期借入れによる収入  11,901 7,855

長期借入金の返済による支出  △8,471 △8,774

リース負債の返済による支出  △417 △405

自己株式の取得による支出  △0 △0

配当金の支払額 7 △195 △223

非支配持分への配当金の支払額  △2 △2

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

 △83 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,689 △4,045

現金及び現金同等物に係る換算差額  825 △384

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  477 2,936

現金及び現金同等物の期首残高  10,420 18,892

現金及び現金同等物の中間期末残高  10,898 21,829
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社エイチワン(当社)は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場しております。登記上

の本社の住所は埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目11番地５であります。当中間連結会計期間(2024年４月１日から

2024年９月30日まで)の要約中間連結財務諸表は、当社及び子会社(以下、当社グループ)並びにその関連会社及び共同

支配企業に対する持分から構成されております。当社グループの最上位の親会社は当社であります。当社グループは

自動車部品関連の製品の製造、販売を主な事業としております。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。当社は、連

結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たしているため、同第312条の

規定を適用しております。

要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 
(2) 測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、下記「３.重要性がある会計方針」に記載する会計方針に基づいて作成されておりま

す。資産及び負債の残高は、別途記載がない限り取得原価に基づき計上しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

要約中間連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円(百万円単位、単位未満切捨て)で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算

出しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを行う判断

要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定しております。ただし、実際の業績は、これらの見積りとは異なる結果となる

可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを

変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び仮定は、前連結会計年度から重要な変更はありません。

 
５．事業セグメント

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に自動車部品を製造・販売しており、「日本」、「北米」(アメリカ、カナダ、メキシコ)、

「中国」、「アジア」(タイ、インド、インドネシア)の各現地法人が地域ごとに連携しながら包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「北

米」、「中国」及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。
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(2) 報告セグメントの売上収益及び利益又は損失の金額に関する情報

①　前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 北米 中国 アジア 合計

売上収益        

外部顧客に対する売上収益 21,097 46,652 23,839 15,960 107,549 ― 107,549

セグメント間の内部売上収益 3,670 10 210 52 3,943 △3,943 ―

計 24,767 46,662 24,049 16,012 111,492 △3,943 107,549

セグメント利益又は損失(△)
(税引前中間利益)

1,110 79 △1,166 461 485 △355 130
 

 

(注) １．セグメント間の内部売上収益は、総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定した取引価格に基づいております。

２．売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益消去額であります。また、セグメント利益又は損失(△)

の調整額は、セグメント間の内部利益消去額であります。

 
②　当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 北米 中国 アジア 合計

売上収益        

外部顧客に対する売上収益 23,936 60,110 17,220 12,789 114,057 ― 114,057

セグメント間の内部売上収益 2,104 △8 98 7 2,201 △2,201 ―

計 26,040 60,101 17,318 12,797 116,258 △2,201 114,057

セグメント利益又は損失(△)
(税引前中間利益)

1,778 5,506 353 △215 7,423 △208 7,215
 

 

(注) １．セグメント間の内部売上収益は、総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定した取引価格に基づいております。

２．売上収益の調整額は、セグメント間の内部売上収益消去額であります。また、セグメント利益又は損失(△)

の調整額は、セグメント間の内部利益消去額であります。

 
(3) 報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、以下のとおり報告セグメントの情報を変更しております。

(報告セグメント名の変更)

2024年４月に組織体系の見直しを行い、従来の報告セグメント名「アジア・大洋州」を「アジア」に変更してお

ります。

なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 
６．売上収益

　顧客との契約から認識した売上収益の分解は、以下のとおりであります。

　なお、当社グループは、主に自動車部品の製造販売を行っており、このような製品販売については、製品の引渡時

点又は船積み時点において当該製品に対する支配が顧客に移転し、当社の履行義務が充足されると判断しており、当

該製品の引渡時点又は船積み時点をもって顧客との契約において約束された対価に、値引及び割戻を考慮した金額で

収益を認識しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね３か月以内に支払いを受けております。

　自動車部品に関連するサービスの提供によるロイヤリティについては、算定基礎となる売上が発生した時点で収益

を認識しております。対価については、履行義務の充足時点から概ね３か月以内に支払いを受けております。
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前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
連結

 日本 北米 中国 アジア

売上収益      

商品及び製品 20,836 46,652 23,839 15,960 107,288

サービスの提供等 17 ― ― ― 17

ロイヤリティ 243 ― ― ― 243

計 21,097 46,652 23,839 15,960 107,549
 

 

(注)　商品及び製品には、IFRS第16号に基づくリースから生じる売上収益3,579百万円が含ま

　　　れております。

 

当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

 報告セグメント
連結

 日本 北米 中国 アジア

売上収益      

商品及び製品 23,624 60,110 17,216 12,789 113,741

サービスの提供等 27 ― 4 ― 31

ロイヤリティ 284 ― ― ― 284

計 23,936 60,110 17,220 12,789 114,057
 

 

(注)　商品及び製品には、IFRS第16号に基づくリースから生じる売上収益3,520百万円が含ま

　　　れております。

 
７．配当金

　配当金の支払額は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

a.　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 198 7.00 2023年３月31日 2023年６月29日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金３百万円を含んでおります。

　

b.　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年11月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 340 12.00 2023年９月30日 2023年12月５日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金５百万円を含んでおります。
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当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

a.　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 227 8.00 2024年３月31日 2024年６月27日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金３百万円を含んでおります。

　

b.　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 369 13.00 2024年９月30日 2024年12月５日
 

 

(注) 配当金の総額には、株式給付信託(BBT)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保有する当社株

式に対する配当金４百万円を含んでおります。

　

８．１株当たり中間利益

普通株主に帰属する基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎は以下のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

親会社の所有者に帰属する
中間利益　(百万円)

201 4,720

期中平均普通株式数(千株) 27,944 27,996

希薄化性潜在的普通株式数(千株)：株式給付信託(BBT) 446 394

希薄化後の期中平均普通株式数(千株) 28,391 28,391

   

１株当たり中間利益　(円)   

基本的１株当たり中間利益 7.20 168.63

希薄化後１株当たり中間利益 7.09 166.28
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９．金融商品

(1) 金融商品の公正価値に関する事項

　①　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

　　　　　　 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

 
帳簿
価額

 
公正
価値

 
帳簿
価額

 
公正
価値

償却原価で測定する金融資産         

　営業債権及びその他の債権  39,027  39,027  35,815  35,815

　リース債権  1,085  1,085  1,341  1,341

　その他  1,739  1,739  1,515  1,515

　貸倒引当金  △10  △10  △10  △10

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金
融資産

        

　資本性金融商品  7,914  7,914  6,414  6,414

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産         

　デリバティブ金融資産  ―  ―  3  3

　金融資産合計  49,756  49,756  45,079  45,079

償却原価で測定する金融負債         

　営業債務  26,721  26,721  25,051  25,051

　借入金  71,775  71,406  66,410  66,209

　未払金  4,448  4,448  4,027  4,027

 リース負債  1,319  1,319  1,304  1,304

　その他  114  114  126  126

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債         

　デリバティブ金融負債  34  34  20  20

　金融負債合計  104,414  104,045  96,940  96,739
 

 

(注) 償却原価で測定する金融資産及び償却原価で測定する金融負債の公正価値のヒエラルキーは、レベル２でありま

す。

　

　② 公正価値の算定方法

　　公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

　金融資産

　・営業債権及びその他の債権

　これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっており

ます。

　・リース債権

　一定の期間毎に区分した債権毎に、債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた

現在価値に基づいて算定しております。

 ・その他

　その他のうち、その他の金融資産に含まれる３ヵ月超の定期預金については、短期間で決済されるため、公正

価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額によっております。

　・資本性金融商品

　上場株式の公正価値については市場価格に基づいて算定しております。

EDINET提出書類

株式会社エイチワン(E02222)

半期報告書

20/26



 

　・デリバティブ金融資産

　取引先金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。

 
　金融負債

　・営業債務、未払金

　これらはすべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額に

よっております。

　・借入金

　元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定してお

ります。

　・リース負債

　新規にリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　・デリバティブ金融負債

　取引先金融機関から提示された価額等に基づいて算定しております。

 

　③ 公正価値のヒエラルキー別の分類

　公正価値で算定する金融商品は、その測定のために使われるインプット情報における外部からの観察可能性に応

じて、次の３つのレベルに区分しております。

　なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、その振替が発生した報告期間の末日に認識しております。

　・レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)市場価格により測定した公正価値

　・レベル２：レベル1以外の直接または間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値

　・レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値

 
(2) 要約中間連結財政状態計算書上、 公正価値測定で測定している金融資産、金融負債のレベル別の内訳

前連結会計年度(2024年３月31日)

(単位：百万円)

項目 合計

連結会計年度末日現在の公正価値測定

(レベル１)
活発な市場に

おける同一資産の
相場価格

(レベル２)
重要な他の観察
可能なインプット

(レベル３)
重要な観察可能
でないインプット

金融資産        

その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する金融資産

       

　　資本性金融商品 7,914  7,914  ―  0

金融資産合計 7,914  7,914  ―  0

金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定
する金融負債

       

　　デリバティブ金融負債 34  ―  34  ―

金融負債合計 34  ―  34  ―
 

(注) 各レベル間の振替はありません。
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当中間連結会計期間(2024年９月30日)

(単位：百万円)

項目 合計

当中間連結会計期間末日現在の公正価値測定

(レベル１)
活発な市場に

おける同一資産の
相場価格

(レベル２)
重要な他の観察
可能なインプット

(レベル３)
重要な観察可能
でないインプット

金融資産        

その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する金融資産

       

　　資本性金融商品 6,411  6,411  ―  0

純損益を通じて公正価値で測定
する金融資産

       

　　デリバティブ金融資産 3  ―  3  ―

金融資産合計 6,414  6,411  3  0

金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定
する金融負債

       

　　デリバティブ金融負債 20  ―  20  ―

金融負債合計 20  ―  20  ―
 

(注) 各レベル間の振替はありません。

　

10．後発事象

(国内拠点の集約)

当社は、2024年11月12日開催の取締役会において郡山事業所の各機能を日本国内他事業所へ集約することを決議

いたしました。

 
１．事業所集約の理由

当社は、当社グループ全体での企業価値向上に向けた収益力と持続的成長力の改善を図るため、「Change

2027」を策定し、全社的な構造改革を推し進めてまいりました。そのような中で、自動車フレーム開発および製

造をおこなっている郡山事業所の各機能を他事業所に移管集約することで生産体制の見直しを進め、収益力の強

化とともに新規事業へ経営資源を投下し事業構造の転換を図ることといたしました。

 
２．事業所集約の時期　2026年3月末を目途に集約完了予定。

 
３．当該事業所の概要

①名称：株式会社エイチワン　開発技術センター/郡山工場

②所在地：福島県郡山市喜久田町菖蒲池17

③事業内容：自動車部品の開発および製造

④従業員数：290名(2024年10月31日現在)

⑤その他：

・当該事業所の従業員につきましては、雇用確保を前提として、当社の他事業所への異動および出向等を進め

てまいります。

・主な生産設備を他国内拠点に移管するほか、事業及び資産の売却・処分をすることを検討しております。

 
４．今後の見通し

当該国内拠点の集約に伴う業績への損失影響は現在精査中です。

 
11．要約中間連結財務諸表の承認

要約中間連結財務諸表は、2024年11月12日に当社代表取締役社長執行役員　真弓　世紀によって承認されておりま

す。
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２ 【その他】

 

第19期(2024年４月１日から2025年３月31日まで)の中間配当については、2024年11月12日開催の取締役会におい

て、2024年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

 

① 配当金の総額                  369百万円

② １株当たりの金額 　 　           13円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　 　　　2024年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月12日

株式会社　エイチワン

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京事務所

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　出　　勇　　治  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　中　　彰　　子  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイチ

ワンの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30日

まで)に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結

包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社エイチワン

及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中間連結

会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
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る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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